
 

 

行政サービス・データ連携モデル 

標準ガイドライン群 ID：1016-X 

※正式版公開時に枝番 Xを指定 

 

行政サービス・制度データモデル 

（β版） 

 

 

 

 

 

2021年 6月 4日 

 

 

〔キーワード〕 

行政サービス、制度、支援制度 

 

〔概要〕 

行政機関で行政サービスや支援制度情報に関する情報提供をするシステム

を作る時に参照すべき実践的ガイド。このガイドに従いデータ設計を行うこ

とで、行政サービスや支援制度情報が容易かつ正確に情報提供できるように

なります。また、データ設計に関するコストも削減することができます。 

 

  



 

 

改定履歴 

 

改定年月日 改定箇所 改定内容 

2021年6月4日 - ・β版を公開 

 



 

3 

 

目次 

１ 背景と課題 .................................................... 4 

１.１ 背景 ..................................................... 4 

１.２ 課題 ..................................................... 4 

１.３ 投資対効果 ............................................... 5 

２ 目的と概要 .................................................... 7 

２.１ 目的 ..................................................... 7 

２.２ 概要 ..................................................... 7 

1) デジタルデータでの整備 ..................................... 7 

2) データ表記の簡素化 ......................................... 8 

3) データ基準の簡素化 ......................................... 8 

4) 行政サービス IDによる管理 .................................. 9 

３ データモデル ................................................. 10 

３.１ 概要 .................................................... 10 

1) データ定義（個人用） ...................................... 10 

2) データ定義（法人用） ...................................... 12 

４ 事例 ......................................................... 16 

４.１ ミラサポ plus 制度ナビ ................................... 16 

５ 解説 ......................................................... 18 

５.１ データ標準 .............................................. 18 

５.２ サービスカタログモデルに基づくタグ ........................ 18 

1) 個人向けサービスカタログ .................................. 18 

2) 法人向けサービスカタログ .................................. 20 

 

  



 

4 

 

１ 背景と課題 

１.１ 背景 

国、都道府県、市区町村は、多くの行政サービス、支援制度、補助金（以降、

行政サービスと表記）を個人や法人に対して提供しており、その数は数千種類

ともいわれています。これらの説明は紙で行われることが多く、国、都道府県、

市区町村がそれぞれガイドブックやリーフレットなどを発行しています。これ

らのガイドブックは記述項目や分類が異なり、行政サービス間の比較検討が難

しくなっています。 

国際的には、行政サービスの分類方法（サービスカタログ）や記述方式（行

政サービス情報）の統一が進められており、広域での情報提供を行いやすい環

境を整備しています。 

 

図 1 サービスカタログと行政サービス情報の関係 

１.２ 課題 

どのような行政サービスや支援制度があるのか知りたい、自分が活用できる

行政サービスや支援制度は何か知りたいという意見は、行政サービスに関する

調査を行うと常に上位にあげられています。利用者のために作った制度にもか

かわらず、そのサービスや支援制度の存在が知られておらず、その行政サービ

スの利用率が低いと指摘されることもあります。 

特に、大規模災害後には緊急で支援制度などが数多く提供されますが、これ

らの情報は、各組織で紙冊子が作られ、検索性が低い状況で配布がされていま

す。 
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また、地方公共団体等、様々な機関が支援制度情報の冊子などを作っており、

利用者がわかりやすいように行政サービスのタイトルや説明を書き直したり、

自治体独自の加算金を加えた派生形の行政サービスを作ったりすることがあり

ます。このように情報内容に様々なバリエーションがあることにより、行政サ

ービスの全体像がわかりにくくなっている場合もあります。 

 

利用者にとっての課題 

・行政サービスや支援制度を知らない、見つけられない 

・各支援制度情報の記述内容が不統一で分かりにくい 

・類似の支援制度が複数組織から公表されていてわかりにくい 

・同じ支援制度が複数個所から違う表現で情報提供され、複数の支援制

度に見える   

・支援制度を知った時には申込みが終わっていることがある 

 行政職員にとっての課題 

・情報が利用者に届かないため、利用（政策の普及）が進まない 

・支援制度広報に予算が必要だが、十分にない 

・周辺自治体などの支援制度情報を調べたくても調べられない 

・国の支援制度を探すのが大変 

・災害時に大量の追加の支援制度が出るが、手作業で対応している 

１.３ 投資対効果 

行政サービスに関する情報の提供は情報利用者の視点ではなく情報提供者の

視点で行われることが多いため、行政サービスの利用者は、活用できるサービ

スを探すために多くの時間をかけたり、支援制度活用の機会を逃していたりす

ることさえあります。これまで、サービスや制度を探す際には、市区町村、都

道府県、国、支援機関の情報を収集し、利用できそうなサービスや支援制度を

比較検討し、更に、支援機関に相談することもあります。これら様々な支援機

関から提供される支援制度を一元的に検索できるようにすることで、全ての利

用者の時間節約になるとともに、早期の行政支援の活用によりその効果を享受

することが可能になります。 

行政サービスや支援制度の提供部門にとってもメリットがあります。定型デ

ータモデルに制度情報を記入する事務コストは従来の業務とほとんど変わりま

せんが、定型のデータモデルに支援制度を記入することにより、政策の広報が

効率的にできるだけでなく、内容が分かりやすくなるため問い合わせが減ると

いう効果もあります。 

利用者が相談に訪れる相談機関や支援機関は、利用者に合わせた制度が探し
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やすくなり、的確な支援をアドバイスしやすくなります。支援対象者の業種に

特化したガイドブックの作成等をすることもできるようになります。 

特に災害時には、日々追加される支援制度を効果的に情報提供・収集できる

必要があることから、このように定型データモデルによる情報提供は非常に大

きな価値を生み出すと考えられます。 
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２ 目的と概要 

２.１ 目的 

行政サービス情報を正確かつ効率的に利用者に届け、活用の促進を図ること

を目的とします。 

利用者の業務を効率化するだけではなく、提供する行政機関の問い合わせ対

応業務の削減等も実現します。 

２.２ 概要 

行政サービスを紙の冊子でもインターネット経由でも活用しやすいデータと

して整備します。そのために、タイトルや連絡先等のデータ項目の統一化と記

述方式の統一を行います。 

行政サービスは、社会変化に合わせて日々追加されますが、行政サービス情

報に付加されたタグ等により、利用者の要望に応じて追加配信をすることも可

能になります。 

 

図 2 複数機関の行政サービス情報の収集 

1)デジタルデータでの整備 

行政サービスの検索性を高めるためには、データ化が欠かせません。検索

性を高めるために、従来の記述内容のうち、特定の情報については別項目で

データを登録する場合もあります。 
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行政
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図 3 検索用データ項目の作成 

2)データ表記の簡素化 

単にデータ項目を統一するだけではなく、利用者にわかりやすくするため

にデータ表記の簡素化を行います。日付の表記項目を統一するのをはじめと

して、補助率は、1/3補助や5/12補助などのわかりにくい分数表現ではなく、

小数点以下 1桁表示にするなどの工夫が必要です。制度によっては、条件によ

り補助率を複数持つ場合がありますが、最大補助率とそれを補足する自由記

述を組み合わせることで、検索性を高めつつ詳細情報も伝える工夫をする必

要があります。 

3)データ基準の簡素化 

データの記述項目に曖昧性がある項目を明確化します。これまで、補助金な

どの説明が、補助の対象購入額なのか、補助金として最大支給額なのかが行政

○○補助金

・・・・・・

資本金500万円以上の企業は３％
資本金500万円未満の企業は５％

・・・・・・・
・・・・・・

・・・・・・

資本金500万円以上の企業は３％
資本金500万円未満の企業は５％

・・・・・・・
・・・・・・

５％最大補助率

内容

従来の紙での自由記述 デジタル化した情報

○○補助金タイトル

○○補助金

・・・・・・
3歳未満及び3歳～小学校終了前
（第3子以降）の場合15,000円）
3歳未満及び3歳～小学校終了前
（第1,2子）の場合15,000円）
・・・・・・・
・・・・・・

・・・・・・
3歳未満及び3歳～小学校終了前
（第3子以降）の場合15,000円）
3歳未満及び3歳～小学校終了前
（第1,2子）の場合15,000円）
・・・・・・・
・・・・・・

15,000円最大支給額

内容

従来の紙での自由記述 デジタル化した情報

○○補助金タイトル
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サービス毎に異なる記述をされていました。また、金額や人数の記載では、

「以下」と「未満」が混在しています。いき値の扱いに関する情報を内容説明

の中で明確にする必要があります。 

4)行政サービス ID による管理 

制度間の関連性を明確にするために制度 IDを付与します。元の制度の内容を

変えずにわかりやすい文書に書き下す場合や加算などを行う場合には、親の制

度 ID を記述することで、その関連性がわかるように管理します。 

 

 

図 4 行政サービス ID の意義 

 

行政サービス IDは、制度所管組織が付与する必要があります。制度所管組織

は、制度名の変更や制度内容の軽微な変更をした時にも、同じ制度 IDを使う必

要がありますが、制度の大幅な変更がある時には新しい制度 IDを付与すること

も検討する必要があります。 

地方公共団体は、国の制度の派生の制度を作る時には、ID の連携によりその

関係性を明確にすることで住民にわかりやすく情報提供することができるよう

になります。また、地方公共団体が独自に制度を制定する時には、地方公共団

体コードと組み合わせた制度 ID を独自に発行することとなります。 
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左の２つは名称が異なるが、コードが
同一なので同じ制度なことがわかる
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３ データモデル 

３.１ 概要 

行政サービスや支援制度のデータモデルには、個人用と法人用があります。 

1)データ定義（個人用） 

 項目名 説明 

基

本 

制度所管組織 制度を所管する組織 

タ イ ト ル（ 制度

名） 

制度のタイトル 

40 文字以内を推奨（スマートフォンではこれ以上表示できな

い場合があります） 

サブタイトル（通

称） 

制度のサブタイトル 

40 文字以内を推奨（スマートフォンではこれ以上表示できな

い場合があります） 

制度番号 制度固有の ID 

元制度番号 当該制度の元となる制度がある場合にその ID 

制度変更区分 元制度がある場合に制度の変更状況を記入 

0:分かりやすいように内容を変えずに書換えを実施 

1:地方公共団体などでの追記あり 

2:条件による詳細化 

根拠法令 根拠となる法令や条例 

地域群 制度の提供範囲に地域群がある場合に記入 

地域 制度の対象都道府県、市区町村コード。列挙する場合はセミ

コロン区切り 

内

容 

概要 制度の概要（100文字以内） 

内容 制度の内容（500文字以内） 

対象者 制度の利用者に条件がある場合に記入 

用途・対象物 制度の利用用途に制限がある場合に記入 

収入条件 対象となる収入の種類、収入条件 

家族構成条件 家族構成の条件がある場合に条件を記入 

対象者条件 対象者の条件がある場合に条件を記入 

給付上限額 給付上限額（円単位） 

最大金利 貸与の場合に金利などの条件（複数金利がある場合には、最

大金利を％で記入） 

借入限度額 貸与の場合に借入の限度額（円単位） 
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償還期限 償還期限がある場合に記入（年） 

最大補助率 補助の場合に補助率（最大補助率を％で、小数点以下1桁まで

四捨五入で記入） 

1/3 補助は 33.3% 

費用 制度利用に費用が掛かる場合に記入（円単位） 

予算枠の有無 予算総額に上限があり、年度途中で終了する可能性がある場

合に「有」と記入 

申

請 

申請届出方法 申請届出方法がある場合に記入 

募集時期 随時、未定若しくは予定募集時期 

公募開始日 公募する制度に関しては公募開始日。未定の場合には空欄に

し、公募備考に未定等と記入（西暦年月日とし、半角数字を

ハイフンでつなぐ） 

公募終了日 公募する制度に関しては公募終了日。未定の場合には空欄に

し、公募備考に未定等と記入（西暦年月日とし、半角数字を

ハイフンでつなぐ） 

公募備考 公募に関する諸条件 

手続書類 手続に必要な書類がある場合に記入。申請書類の入手先、URL

がある場合にはここに記入 

電子申請の有無 電子申請がある場合には、URLを記入 

関

連

情

報 

添付ファイル名称 制度に関連して添付ファイルがある場合にファイル名称を記

入（内容説明で図を使う必要がある場合等にも利用可能） 

添付ファイル名 添付のファイル名を拡張子も含んで記入 

詳細参照先 詳細参照先の名称 

詳細 URL 詳細参照先の URL 

標準産業分類 大分類又は中分類 

複数選択可能（3個まで） 

ステージとアクシ

ョン 

支援対象となるライフステージとアクション（「５．２」サー

ビスカタログから選択） 

お困りごと 行政サービスを探す元となるお困りごと（「５．２」サービス

カタログから選択） 

サービス種別 行政サービスの種類（「５．２」サービスカタログから選択） 

災害名 制度の対象となる災害が指定されている時に記入 

キーワード 制度につけるキーワード。半角セミコロン「;」で列挙可能 

実施組織・支援機

関 

制度所管組織と異なる組織が運用する場合に記入 
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お問い合わせ先 問い合わせ先情報。詳細化できる場合には連絡先情報も記入 

お問合わせ先一覧 問い合わせ先がリスト化して公開している場合には URL 

連絡先名 連絡先の部署名 

連絡先メールアド

レス 

連絡先のメールアドレス 

連絡先住所都道府

県 

連絡先の住所の表記（都道府県） 

連絡先住所町名 連絡先の住所の表記（郡・市区町村から記入し、丁目以下省

略） 

連絡先住所丁目以

下 

連絡先の住所の表記（丁目以下を半角数字とハイフンで記

入） 

連絡先建物名等 連絡先の住所に建物名等の情報がある場合に記入 

連絡先郵便番号 連絡先の住所の郵便番号（ハイフンなしの 7桁（半角）） 

連絡先電話番号 連絡先の電話番号 

内線 連絡先の電話番号の内線番号 

電話番号に「直通」「代表」と記載したい場合は、この欄に

記入 

連絡先 URL 連絡先の URL 

 公開開始日 本制度の情報公開開始日 

 公開終了日 本制度の情報公開終了日 

 最終更新日 本制度の最終更新日 

 表示優先度 表示に優先がある場合に記入。10が最優先、1が最低（同じ条

件でリスト化される時の表示優先順位） 

2)データ定義（法人用） 

 項目名 説明 

基

本 

制度所管組織 制度を所管する組織 

タ イ ト ル（ 制度

名） 

制度のタイトル 

40 文字以内を推奨（スマートフォンではこれ以上表示できな

い場合があります） 

サブタイトル（通

称） 

制度のサブタイトル 

40 文字以内を推奨（スマートフォンではこれ以上表示できな

い場合があります） 

制度番号 制度固有の ID 

元制度番号 当該制度の元となる制度がある場合にその IDを記入 

制度変更区分 元制度がある場合に制度の変更状況を記入 
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0:分かりやすいように内容を変えずに書換えを実施 

1:地方公共団体などでの追記あり 

2:条件による詳細化 

根拠法令 根拠となる法令や条例 

地域群 制度の提供範囲に地域群がある場合に記入 

地域 制度の対象都道府県、市町村コード。列挙する場合はセミコ

ロン区切り 

内

容 

概要 制度の概要（100文字以内） 

内容 制度の内容（500文字以内） 

対象者 制度の利用者に条件がある場合に記入 

用途・対象物 制度の利用用途に制限がある場合に記入 

従業員条件 従業員規模（人数） 

資本金条件 資本金の規模（円単位） 

創業年条件 創業年に条件がある場合に条件を記入 

給付上限額 給付上限額（円単位） 

最大金利 貸与の場合に金利などの条件を記入（複数金利がある場合に

は、最大金利を％で記入） 

借入限度額 貸与の場合に借入の限度額を記入（円単位） 

償還期限 償還期限がある場合に記入（年） 

最大補助率 補助の場合に補助率を記入（最大補助率を％で、小数点以下 1

桁まで四捨五入で記入） 

1/3 補助は 33.3% 

費用 制度利用に費用が掛かる場合には記入（円単位） 

予算枠の有無 予算総額に上限があり、年度途中で終了する可能性がある場

合には、「有」と記入 

申

請 

申請届出方法 申請届出方法がある場合に記入 

募集時期 随時、未定若しくは予定募集時期 

公募開始日 公募する制度に関しては公募開始日。未定の場合には空欄に

し、公募備考に未定等と記入（西暦年月日とし、半角数字を

ハイフンでつなぐ） 

公募終了日 公募する制度に関しては公募終了日。未定の場合には空欄に

し、公募備考に未定等と記入（西暦年月日とし、半角数字を

ハイフンでつなぐ） 

公募備考 公募に関する諸条件 

手続書類 手続に必要な書類がある場合に記入。申請書類の入手先、URL
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がある場合にはここに記入 

電子申請の有無 電子申請がある場合には、URLを記入 

関

連

情

報 

添付ファイル名称 制度に関連して添付ファイルがある場合にファイル名称を記

入。（内容説明で図を使う必要がある場合等にも利用可能） 

添付ファイル名 添付のファイル名を拡張子も含んで記入 

詳細参照先 詳細参照先の名称 

詳細 URL 詳細参照先の URL 

標準産業分類 大分類又は中分類 

複数選択可能（3個まで） 

事業ステージ 支援対象となるライフステージとアクション（「５．２」サー

ビスカタログから選択） 

お困りごと 行政サービスを探す元となるお困りごと（「５．２」サービス

カタログから選択） 

サービス種別 行政サービスの種類（「５．２」サービスカタログから選択） 

災害名 制度の対象となる災害が指定されている時に記入 

キーワード 制度につけるキーワード 

実施組織・支援機

関 

制度所管組織と異なる組織が運用する場合に記入 

お問い合わせ先 問い合わせ先情報。詳細化できる場合には連絡先情報も記入 

お問合わせ先一覧 問い合わせ先がリスト化して公開している場合にはURLを記入 

連絡先名前 連絡先の部署名 

連絡先メールアド

レス 

連絡先のメールアドレス 

連絡先住所都道府

県 

連絡先の住所の表記（都道府県） 

連絡先住所町名 連絡先の住所の表記（郡・市区町村から記入し、丁目以下省

略） 

連絡先住所丁目以

下 

連絡先の住所の表記（丁目以下を半角数字とハイフンで記

入） 

連絡先建物名等 連絡先の住所に建物名等の情報がある場合に記入 

連絡先郵便番号 連絡先の住所の郵便番号（ハイフンなしの 7桁（半角）） 

連絡先電話番号 連絡先の電話番号 

内線 電話番号の内線番号がある場合に記入 

電話番号に「直通」「代表」と記載したい場合は、この欄に

記入 

連絡先 URL 連絡先の URL 
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 公開開始日 本制度の情報公開開始日 

 公開終了日 本制度の情報公開終了日 

 最終更新日 本制度の最終更新日 

 表示優先度 表示に優先がある場合に記入。10が最優先、1が最低（同じ条

件でリスト化される時の表示優先順位） 
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４ 事例 

４.１ ミラサポ plus 制度ナビ 

中小企業向け支援制度の提供を行う「ミラサポplus 制度ナビ」1では、本デ

ータモデルのサブセット化と中小企業向けの拡張を行ってサービスを提供して

います。本モデルのすべてのデータモデルを適用しようとしても、現在の支援

制度情報の元データが十分にデータの細分化ができていないことから、まずは、

現在のデータ粒度を基に、データ項目を最小化してサービスを実現しています。

また、独自項目をいくつか付与しています。 

※灰色セルの項目が、制度ナビでの追加項目です 

 項目名 説明 

基

本 

制度所管組織 制度を所管する組織 

タ イ ト ル（ 制度

名） 

事例のタイトル 

40 文字以内を推奨（スマートフォンではこれ以上表示できな

い場合があります） 

サブタイトル（通

称） 

事例のサブタイトル 

40 文字以内を推奨（スマートフォンではこれ以上表示できな

い場合があります） 

制度番号 制度固有の ID 

元制度番号 当該制度の元となる制度がある場合にその IDを記入 

制度変更区分 元制度がある場合に制度の変更状況を記入 

0:分かりやすいように内容を変えずに書換えを実施 

1:地方公共団体などでの追記あり 

2:条件による詳細化 

制度集 情報源の制度集がある時、または、制度集としてグループ管

理したい時に記入 

中小企業施策利用

ガイドブックペー

ジＮｏ 

中小企業施策利用ガイドブックに掲載されている制度の場

合、そのページ番号を記入 

特定施策区分 中小企業庁の特定施策の場合に施策名を記入 

根拠法令 根拠となる法令や条例 

関連制度 関連する制度 

地域群 制度の提供範囲に地域群がある場合に記入 

地域 制度の対象都道府県、市区町村コード。列挙する場合はセミ

 
1 https://seido-navi.mirasapo-plus.go.jp/ 
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コロン区切り 

内

容 

概要 制度の概要を 100文字以内で記入 

内容 制度の内容を 500文字以内で記入 

企業規模 対象企業の企業規模 

対象者 制度の利用者に条件がある場合に記入 

用途・対象物 制度の利用用途に制限がある場合に記入 

申

請 

申請 URL 申請 URLがある場合に記入 

申請届出方法 申請届出方法がある場合に記入 

公募開始日 公募する制度に関しては公募開始日を記入。未定の場合には

公募備考に記入（西暦年月日とし、半角数字をハイフンでつ

なぐ） 

公募終了日 公募する制度に関しては公募終了日を記入。未定の場合には

公募備考に記入（西暦年月日とし、半角数字をハイフンでつ

なぐ） 

公募備考 公募に関する諸条件 

関

連

情

報 

詳細参照先 詳細参照先の名称 

標準産業分類 大分類又は中分類 

複数選択可能（3個まで） 

事業ステージ 支援対象となるライフステージとアクション（「５．２」サー

ビスカタログから選択） 

お困りごと 行政サービスを探す元となるお困りごと（「５．２」サービス

カタログから選択） 

サービス種別 行政サービスの種類（「５．２」サービスカタログから選択） 

災害名 制度の対象となる災害が指定されている時に記入 

キーワード 制度に関連するキーワード 

実施組織・支援機

関 

制度所管組織と異なる組織が運用する場合に記入 

お問い合わせ先 問い合わせ先情報。詳細化できる場合には連絡先情報も記入 

 公開状態 Web サイトへの公開、非公開の管理状況 

 公開開始日 本制度の情報公開開始日 

 公開終了日 本制度の情報公開終了日 

 最終更新日 本制度の最終更新日 

 表示優先度 表示に優先がある場合に記入。10が最優先、1が最低（同じ条

件でリスト化される時の表示優先順位） 

 管理グループ 制度情報を管理するグループ 
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個人の制度情報の場合は、「事業ステージ」「お困りごと」「サービス種別」

の部分が個人向けのステージ情報等になります。 

 

５ 解説 

５.１ データ標準 

欧州の行政サービス情報のデータ標準であるCPSV2と東日本大震災後に復旧・

復興支援制度データベースとして運用してきたデータ項目、中小企業施策利用

ガイドブックの情報内容を基に作成しています。 

５.２ サービスカタログモデルに基づくタグ 

情報の検索性を向上させるため「行政サービス・データ連携モデル サービ

スカタログ」に基づくタグをつけています。 

1)個人向けサービスカタログ 

a)カテゴリ（ライフステージ） 

個人向けのカテゴリは、人生の出来事であるライフイベントと、日常の

出来事であるデイリーイベントで構成されます。 

ステージ アクション（分野） 

ライフイベント 

妊娠・出産 

子育て 

教育 

結婚・離婚 

引越し・住まい 

就職・退職 

高齢者・介護 

ご不幸 

デイリーイベント 

戸籍・住民票・印鑑登録（など） 

税 

国民健康保険 

国民年金 

 
2 https://ec.europa.eu/isa2/solutions/core-public-service-vocabulary-

application-profile-cpsv-ap_en 
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水道・ガス・電気 

交通 

駐輪・駐車 

都市計画 

ごみ・環境保全 

食品・衛生 

ペット 

福祉 

障がい者支援 

消費生活 

健康・医療 

文化・スポーツ・生涯学習 

市民活動・コミュニティ 

防災 

防犯 

救急・消防 

b)お困りごと分類 

行政サービスを必要とする困りごとの分類は以下のように分かれます。 

分類 

住まい 

仕事 

医療福祉 

子育て・教育 

お金 

その他暮らしに関すること 

c)サービス種別 

行政サービスの種類は以下のように分かれます。 

種類 内容 

届出系 届出 

申請系 
手当・助成金 

支援サービス 

イベント系 教室・講習会 
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イベント 

相談系 相談 

施設系 施設 

情報啓発系 
情報提供 

お知らせ 

2)法人向けサービスカタログ 

a)事業ステージ 

事業者のライフサイクルは 3 つのステージと 14 種類のアクションで構成

されます。アクションは「事業計画・経営企画」のように複数のステージ

で扱われることがあります。 

 

ステージ アクション 

創業期 
starting business 

事業計画・経営企画 

起業 

雇用・人材 

知的財産管理 

成長期・成熟期 

 
doing business 

事業計画・経営企画 

設備投資 

研究開発 

販路開拓 

海外展開 

知的財産管理 

雇用・人材 

取引・官公需 

社会保障・福利厚生 

環境・省エネ 

転換期 
closing business 

事業再生 

事業承継 

廃業 

 商業・地域・団体支援 

 

また、事業者直接の支援だけではなく、事業者集団に対して支援するこ
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ともあることから、ステージのないアクションとして「商業・地域・団体

支援」を設定しています。 

b)お困りごと分類 

行政サービスを必要とするお困りごとの分類は以下のように分かれます。 

分類 

販路開拓 

設備投資 

IT 化 

資金繰り 

人材 

知的財産 

起業・創業 

事業承継 

災害対応 

情報収集 

c)サービス種別 

行政サービスの種類は以下のような 5つの大分類に分かれます。 

 

金融 税制 助成・補助金 規制・許認可 サービス 

出資 還付 助成金 許認可・免許 専門家派遣 

貸付(融資） 控除 補助金 免除・猶予 
セミナー、研
修・イベント 

減免・猶予 優遇・猶予 
現物支給・現
物貸与 

規制・許認可
その他 

情報提供・相
談 

立替 税制その他 
助成・補助金
その他 

  
サービスその
他 

信用保証         

金融その他         

 

 


